
 

 

ふぁみいろネットワーク／すまいる親の会有志／ 

⼀般社団法⼈AID当事者⽀援会／安全な⽣殖医療を望む⼥性の会 御中 

 

れいわ新選組 特定⽣殖補助医療法案への意⾒書兼質問書への回答 

 

1. 現法案では、⼦どもの出⾃を知る権利が⼗分に担保されておらず、特定⽣殖補助医

療法の当初の⽬的が達成されていないのではないか？ 

 

その通りと考えますし、ご要望の3点に関しましても全く同意見です。 

れいわ新選組は特定生殖補助医療法案に反対しております。その理由の１つが、生まれ

てくる子どもの出自を知る権利が十分ではないことです。 

スウェーデンでは1984年に、イギリスなどでも2000年代に個人を特定できる情報開示に

踏み切っており、日本でも2003年4月の厚生科学審議会生殖補助医療部会の報告で「生ま

れた子は、提供者を特定できる個人情報まで知ることができる」とされています。2014年

にはAIDで生まれた当事者が実名で生殖補助医療を実施した慶応大学病院に提供者の情報

開示を文書で求めています。こうした経緯を考えても、当事者が切実に自分の出自（遺伝

的親の情報）を知る権利を求めていることに応えられていません。れいわ新選組等の要望

に応え、修正案において附則でその範囲について5年後の検討が何とか追加されました

が、20年以上前の議論にも追い付いておらず、このままでは反対です。 

 

2. 同性カップルや選択的シングルの⼈々について、法的婚姻状態にないことを理由に

特定⽣殖補助医療から排除することは、違憲の疑いがないか？ 

 

回答の前提として、れいわ新選組は同性婚の法制化、事実婚と法律婚との制度的差別を

なくすことに賛成であり、性的マイノリティ、事実婚に市民権・社会保障制度等における

同等の権利を保障すべきと考えています。 

 その上で、生殖補助医療の対象を事実婚・LGBTカップルに拡大することは、親子関係に

関わる法律が未整備であり、様々なトラブルが想定されます。（精子提供者が子の認知を

する可能性を排除できない。民法特例法では産んだ女性が母親と規定される等）。従っ



 

 

て、生まれてくる子どもの法的安定性や個人としての尊重が十分に担保できる前提が整っ

っていない現時点で対象拡大には賛成できません。生殖医療にかかわる民法特例法改正で

整理が必要と考えます。 

また、代理懐胎・出産を必要とする生殖補助医療（男性カップル、トランスジェンダー

の人が生物学的に男性の場合）は禁止すべきと考えます。その理由は、第3者の女性の身

体を利用する代理懐胎・出産は、たとえ無償であっても、身体的・精神的負担と健康リス

ク、生まれてくる子の福祉の観点からも望ましくないと考えます。有償であれば、ビジネ

ス化し、世界中の貧困女性が巻き込まれる貧困ビジネスをはびこらせることになり、容認

できません。 

  

また、れいわ新選組が本法案に反対している2つ目の理由として、そもそもこの法案が

必要となった、2020年成立の「生殖補助医療に関する民法特例法」の中で指摘された、優

生思想（基本理念にある「心身ともに健やかに生まれかつ育つ」の部分が障害や難病・遺

伝性疾患にたいする差別を助長する）に対する懸念に何も応えていないことが挙げられま

す。生殖補助医療が生命の発生にかかわる技術であり、生命の選別・操作が可能であるが

ゆえに、再生医療・ゲノム編集などの生命操作にかかわる技術を含めて、その倫理的側

面、優生思想の排除について、障害や遺伝病をもつ当事者を含めた検討の場を設けるべき

と議連で提案しつづけてきましたが、スルーされたままです。生殖補助医療の提供体制と

個人情報の取り扱いという技術的な論点に終始し、生命倫理的な観点には触れずに早期に

法律制定したいという推進側の思惑が感じられます。 

こうした提言自体は、日弁連、日本産科婦人科学会も行っておりますし、朝日新聞の社

説（2024年9月11日）などでも、取り上げられております。 

そうした準備もなく、生殖補助医療の対象を拡大していくことには反対です。 

 

 

3. 国外犯規定を含む厳重な刑事則を設けることは過剰ではないか？ 

本法案の罰則規定（71条、73条）に関して、生殖補助医療は生命の誕生、人の尊厳に

直接係わる医療技術であるため、商業主義と学齢等で提供される生殖細胞が選別される優

生思想を排するために、規制は必要と考えております。ご指摘の「刑法の兼抑制」に関し



 

 

ては過度な商業主義を抑制する目的との比較衡量になろうかと存じますが、商業主義の排

除と人間の尊厳にかかわること自体は，平成 12 年 12 月に出された厚生科学審議会先端医

療技術評価部会生殖補助医療技術に関する専門委員会の「精子・卵子・胚の提供等による

生殖補助医療のあり方についての報告書」でも「基本的な考え」の１つに挙げられた重要

な観点であり、一貫して重視されてきた点です。 

また、法文全体の中で「何人も」をという広い対象を設定した規制と国外犯規定も 66

条（精子・卵子及び胚の提供、代理懐胎に係る利益教授の禁止）、67 条（精子・卵子及び

胚の提供、代理懐胎のあっせんに係る利益教授の禁止）に限られており、商業主義の排除

という重要な問題であるために，これに限って特に強い規制を設けたものと理解していま

す。 

したがって、これを規制するとすれば，やはり刑罰を持って制限する以外に手段はない

のではないかと考えます。 

 

次に 71条 2項の国外犯規定に関して、現地（海外）では合法的に代理懐胎・出産、あ

るいは対価を支払って生殖補助医療を受けて子どもを設けても、日本に帰国した場合、厳

密には刑罰の対象となるが、国によって法制度が大きく異なる中、国外犯規定を設けるこ

とが妥当かどうか、というご質問について。 

れいわ新選組は、代理懐胎・出産も対価を払っての生殖補助医療を受けることも、前述

のように人の身体を利用した貧困ビジネスがはびこることになるため反対であり、国内外

を問わず規制は必要と考えています。 

しかし、海外では合法な代理懐胎・出産、対価を払っての生殖補助医療によって生まれ

た子どもが「犯罪になるべき行為によって生まれた子ども」という烙印を押されること

は、婚外子差別と同様、あってはならないことと考えます。 

 

一方で、諸外国でも，必ずしも対価を払って良いとする理解がされているわけではな

く，そのような形にならない費用負担の範囲をどう規律し明確にするか，神経を配りなが

ら実施されてきているように思います。本法案でも，第 66 条・67 条４項は，通常の費用

が対価としての利益供与に該当しない規定となっています。むしろ，この範囲の峻別を，

ガイドライン等で明確にすることが重要と考えます。 



 

 

なお、刑罰に処するには捜査機関による立証が必要となり、海外で生まれた子の出生の

経緯について（当事者の子どもへの情報開示は必要ですが）、捜査機関がわざわざ介入す

ることは通常ないと考えられます。（だからと言って、海外で生殖補助医療を受けること

を推奨しているわけではありません。） 

                                                                        以上 


